
企業主導型保育施設の保育料補助
令和６年４月から、企業主導型保育施設を定期利用する方に対して、新たに保育料を補助する制度をはじ

めます。補助の方法は、一旦施設に保育料をお支払いいただき、後日、区役所に補助金の請求をする形とな

ります。以下のとおりお手続きをお願いします。

以下の①～④のすべてを満たす方が対象です。

① 児童及び保護者が、利用月の初日現在、足立区に在住していること。

② 補助対象の企業主導型保育施設に在籍し、月１２０時間以上の月ぎめ利用契約をしていること。

③ 他の教育・保育施設（認可保育所、認定こども園、小規模保育、家庭的保育（保育ママ）、認証保育所、
幼稚園等）に在籍していないこと。

④ ベビーシッター利用支援事業（待機児童支援）を利用していないこと。

１.補助対象者 ２.補助対象施設 ３.補助金額 ４.補助金請求 ５.補助金支出

対象施設：企業主導型保育施設（認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書が発行されている施設）

「証明書」の交付状況については、以下のいずれかの方法でご確認ください。

区内施設の場合：東京都ホームページ（右記QRコードからアクセス可）でご確認ください。

区外施設の場合：施設または施設のある自治体へお問い合わせください。

１.補助対象者 ２.補助対象施設 ３.補助金額 ４.補助金請求 ５.補助金支出

１.補助対象者 ２.補助対象施設 ３.補助金額 ４.補助金請求 ５.補助金支出

区分 補助上限額

０～２歳児クラス

住民税課税世帯（第１子） 対象外

住民税課税世帯（第２子以降） ６７，０００円

住民税非課税世帯（出生順問わず） ２５，０００円

３～５歳児クラス 住民税問わず（出生順問わず） ２０，０００円

補助対象経費は、「月ぎめ契約保育料のうち、自己負担額（※）」です。補助上限額は下表のとおりです。

入園金、延長保育料、通園送迎費等は対象外となりますのでご注意ください。

施設利用開始後、区に必要書類をご提出ください。

（１）必要書類 （きょうだいの場合は、それぞれ作成してください。）

① 足立区認可外保育施設定期利用補助金請求書

足立区ホームページ（右記のＱＲコードからアクセス）でダウンロード

していただくか、本庁舎中央館３階の幼稚園・地域保育課にてお渡ししています。

② 利用契約書の写し（年度で最初の請求時に１度ご提出ください。）

契約変更を行った場合は、その都度ご提出ください。

③ 領収書等、保育料を施設へ支払ったことを証明する書類の写し

１.補助対象者 ２.補助対象施設 ３.補助金額 ４.補助金請求 ５.補助金支出

【裏面あり】

(注) クラス年齢は、４月１日現在の児童の年齢を適用します。

(注) 児童の出生順については、生計を同じくする子で判断します。

(※) 自己負担額とは、施設側で国無償化助成額を減額した後の月ぎめ契約保育料です。



（２）提出方法

必要書類を、郵送または窓口にご提出ください。

【郵送先】 〒120-8510

足立区中央本町一丁目17番1号 足立区役所 幼稚園・地域保育課 認証・認可外保育係

【窓口】 足立区役所本庁舎 中央館３階 幼稚園・地域保育課

【令和６年度補助金交付スケジュール】

１.補助対象者 ２.補助対象施設 ３.補助金額 ４.補助金請求 ５.補助金支出

対象月 必要書類の提出期限（必着） 振込時期（予定）

令和６年 ４月分から ６月分まで 令和６年 ７月１２日（金） 令和６年 ８月下旬

令和６年 ７月分から ９月分まで 令和６年１０月１５日（火） 令和６年１１月下旬

令和６年１０月分から１２月分まで 令和７年 １月１５日（水） 令和７年 ２月下旬

令和７年 １月分から ３月分まで
令和７年 ４月１０日（木）

（最終締切）
令和７年 ４月下旬

※ 請求は３か月ごとが原則ですが、年度内であれば対象月以前の分と合わせて提出することが可能です。
※ 令和６年度の利用分については、令和７年４月１０日（木）（必着）までにご請求ください。
※ 書類不足の場合は、上記のスケジュールどおりに支給できない場合があります。

書類審査のうえ、交付可否と支払い額を決定し、通知によりお知らせします。

１.補助対象者 ２.補助対象施設 ３.補助金額 ４.補助金請求 ５.補助金支出

【提出・問い合わせ先】
〒120-8510
足立区中央本町一丁目17番1号 足立区役所 中央館3階
子ども施設入園課(令和6年４月１日から幼稚園・地域保育課) 認証・認可外保育係
TEL：03（3880）8013 FAX：03（3880）5703
メールアドレス：kodomo-nyuuen@city.adachi.tokyo.jp（４月１日から youho@city.adachi.tokyo.jp）

① 令和６年度利用分の請求最終期限（令和７年４月１０日）を過ぎますと、補助金の支給はできません。

② 月の途中で足立区に転入した場合は、翌月分から対象となります。

③ 国の保育料無償化で保育料に対して給付費などがある場合は、それを差し引いた後の自己負担額が補助

対象額となります。

④ 保護者のうち、住民税が未申告の方がいる場合は、課税世帯として取り扱います。

⑤ 税や世帯状況の変更等があった場合でも、一度支給した補助額は変更いたしません。

⑥ ０歳児～２歳児の世帯の住民税は４月から８月までは前々年、９月から３月までは前年の収入をもとに

課税状況を確認します。したがって、課税状況によって９月から補助上限額が切り替わる場合があります。

※ 足立区外から転入された０歳児～２歳児（第１子）の非課税世帯または生活保護世帯の方

令和5年1月1日現在足立区外に住所があった方

→保護者全員の令和5年度の非課税証明書または生活保護受給証明書（コピー可）の添付が必要になります。

提出がない場合には課税世帯として取り扱います。

令和6年1月1日現在足立区外に住所があった方

→保護者全員の令和6年度の非課税証明書または生活保護受給証明書（コピー可）の添付が必要になります。

提出がない場合には課税世帯として取り扱います。

非課税証明書は1月1日時点で住所がある自治体が発行したもの、生活保護受給証明書は管轄の福祉事務所

が発行したものをご提出ください。

《注意事項》
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